
35 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 プランの内容 

基本目標Ⅰ 意識の改革 

基本目標Ⅱ 環境の整備 

基本目標Ⅲ 暮らしの充実 

数値目標 
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第４章 プランの内容 

基本目標Ⅰ 意識の改革 ～互いを尊重するために～ 

１．男女共同参画に関する意識を広める活動の推進 

現状と課題 

23 ページの市民意識調査結果では、「男性は仕事、女性は家庭」という考え方につい

て、「同感しない」との回答が「同感する」よりも多く、その差は 18.4％と平成 23年

の前回調査（4.2％）よりも広がりました。固定的な性別の役割意識は着実に解消に向

かっていると言えますが、下のグラフを見ると、男女間での意識の差は、まだまだ大き

いことが分かります。 

■「男性は仕事、女性は家庭」という考え方について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 28 年「下妻市男女共同参画に関する市民意識調査」 

 

また、21ページの市民意識調査における、現実の家庭生活の場や職場、社会全体など

における男女の地位について「平等」との回答は、「学校教育の場」が5割を超えている

ものの、「社会通念・慣習・しきたりなど」、「政治の場」、「社会全体」など、他の全て

の項目で「男性が優遇されている」との回答が「女性が優遇されている」との回答を上

回っており、性別役割分担における「男性が優遇されている」との意識に、平成18年の

調査から目立った変化は現れていません。意識改革への取り組みは、今後も継続が必要

となっています。 

10.0%

33.9%

20.3%

29.4%

6.1%

0.3%

6.5%

23.7%

23.4%

35.5%

8.0%

2.9%

0% 20% 40% 60%

同感する

どちらかといえば同感する

どちらかといえば同感しない

同感しない

わからない

無回答

男性（総票数330） 女性（総票数414）
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施策の方向性 

意識改革を図るためには、啓発活動が欠かせません。男女共同参画においても、広報

紙やホームページ、SNS※1など、様々な媒体を使った情報提供を行うとともに、関連す

る講座の開催などを通じて市民の関心を高め、広く啓発を行います。 

■男女共同参画に関する意識啓発事業の推進 

No. 事 業 名 事業内容 担 当 課 

1 男女共同参画関連

事業の実施 

○市民の男女共同参画に関する関心を高め、啓発

を図るために、参加しやすい講座等を企画し、

実施します。 

市民協働課 

2 男女共同参画に関

する情報の提供と

普及啓発 

○男女共同参画に関する理解を深めていくことが

できるよう、広報紙やお知らせ版、ホームペー

ジ等で情報を提供します。また、国・県・他市

町村が開催する各種セミナー等の情報を収集

し、参加を呼びかけ、男女共同参画意識の啓発

を図ります。 

市民協働課 

3 男女雇用機会均等

法※2にかかる諸施

策の普及 

○国及び関係機関から、男女雇用機会均等法にか

かる制度・施策における広報依頼があった際は、

お知らせ版へ掲載します。 

商工観光課 

 

 

 

 

 

 

 
 

※1 SNS 

「Social Networking Service（社会的ネットワークサービス）」の略称。インターネットを使い、個

人や団体の間をつなぐ社会的なネットワークを提供するサービスで、代表的なものとして Facebook など

がある。 

 

※2 男女雇用機会均等法（雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律） 

昭和 47 年（1972 年）「勤労婦人福祉法」として制定・施行されたが、女子差別撤廃条約批准のため、

昭和 60 年（1985 年）に「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等女性労働者の福祉の

増進に関する法律」へ改正され、更に平成 11 年（1999 年）の改正で現在の名称となり、男女差別の禁

止がよりはっきり打ち出され、事業主に改善を求める制度が強化された一方、深夜業の原則解禁、女性のみ

募集の禁止などが盛り込まれた。平成 28 年（2016 年）の改正では、妊娠・出産等に関するハラスメン

ト防止措置義務が新設された。 
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■情報提供の推進 

No. 事 業 名 事業内容 担 当 課 

4 広報紙やSNSを活

用した情報提供 

○男女平等・男女共同参画社会の必要性の理解を

深め、固定的な性別役割分担意識や慣習などの

解消を図るため、特集記事や市民から寄せられ

た意見・要望等に対する回答を掲載するなど、

市民や事業所に対して、広報紙や SNS を活用

して情報の提供に努めます。 

秘書課 

関係各課 

5 市民活動団体登録

制度の周知と市民

活動への参加促進 

○市民活動を行っている団体の活動の情報をホー

ムページ等で公開し、市民活動への参加促進を

行う。また、団体登録制度を広く周知し、市民

協働のまちづくりを推進します。 

市民協働課 

6 保健医療サービス

等情報提供の充実 

○市のホ－ムページや広報紙、フェイスブックへ

の掲載、ポスターの掲示及びパンフレット、リ

ーフレット、チラシの配布等により、保健医療

サービスや保健センター事業等の情報提供を行

います。 

保健センター 

7 外国人への情報提

供と支援 

○市内に居住する外国人の利便性と生活の向上を

目的として、生活に必要な情報を外国語で記載

したパンフレット等を作成し提供します。 

関係各課 
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２．男女共同参画を推進するための教育・学習の充実 

現状と課題 

市民意識調査での、「男性は仕事、女性は家庭」という考え方についての回答を年代

別にみると、特に男性において、そうした考え方に「同感する」、「どちらかといえば同

感する」が、年代とともに高まっていることが示されています。 

■「男性は仕事、女性は家庭」という考え方について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 28 年「下妻市男女共同参画に関する市民意識調査」 

この結果は、男女共同参画についての理解や意識を育む取り組みを、子どもの頃から

始めることが大切であること、また、そうした取り組みを、若い世代から高齢世代まで、

生涯にわたり推進する必要があることを意味していると言えます。 

 

 

 

 

3.6%

9.1%

14.0%

6.1%

7.7%

17.5%

5.9%

7.5%

4.2%

1.4%

8.5%

11.9%

20.0%

25.0%

25.0%

31.6%

36.7%

37.2%

42.9%

12.5%

26.5%

20.8%

23.6%

17.4%

29.3%

28.6%

20.0%

14.3%

13.6%

17.5%

22.4%

26.9%

20.6%

37.5%

17.6%

28.3%

23.6%

21.7%

22.0%

27.4%

30.0%

50.0%

45.5%

35.1%

32.7%

23.1%

9.5%

50.0%

44.1%

41.5%

36.1%

53.6%

30.5%

21.4%

30.0%

7.1%

6.8%

1.8%

2.0%

5.1%

9.5%

5.9%

1.9%

12.5%

5.8%

9.8%

10.7%

1.6%

1.4%

3.5%

8.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

10歳代

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

10歳代

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

同感する どちらかといえば同感する どちらかといえば同感しない 同感しない わからない 無回答

男

性

女

性



41 

施策の方向性 

子どもから高齢者までのあらゆる世代の男女共同参画の理解や意識を高めるために、

男女共同参画の視点に立った学校教育及び生涯学習を継続して推進します。 

■男女共同参画の視点に立った学校教育の推進 

No. 事 業 名 事業内容 担 当 課 

8 人権教室の開催 ○毎年、人権週間（12 月 4 日～12 月 10 日）

に合わせ、小学生に「いじめのない楽しい学校

生活を送るためにはどうすればよいか」につい

て一緒に考えることにより、男女を問わず、友

達を差別して悲しませてはいけないという人権

思想の基本的な考え方を理解してもらうことを

目的として、市内小学校で人権教室を開催しま

す。 

福祉課 

9 性に対する正しい

知識の普及 

○市内各小中学校で身体の発育や性機能の発達に

ついて説明し、命の大切さや他人を思いやる心、

性と生殖に関する知識や理解を深めることを目

的に行います。 

保健センター 

10 児童・生徒対象の防

犯教育の実施 

○市内各小中学校で、安全教育の一環として、学

校行事や特別活動の時間に「不審者対応防犯教

室・避難訓練」を実施します。 

指導課 

11 スクールサポート

センター運営事業

の実施 

○スクールサポートセンターに教育相談員を配置

し、児童生徒、保護者、教職員に対する相談支

援体制の充実を図ります。 

・適応指導教室の運営を通して、通室児童生徒

を支援します。 

・学校訪問、家庭訪問等を通して、児童生徒や

保護者に教育相談を行います。 

・学校、家庭、関係諸機関と連携を図りながら、

学校不適応傾向の見られる児童生徒の支援を

行います。 

・電話による教育相談を行います。 

・発達障害を持った児童生徒と保護者の支援を

行います。 

指導課 
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■男女共同参画の視点に立った生涯学習の推進 

No. 事 業 名 事業内容 担 当 課 

12 総合型地域スポー

ツクラブの支援 

○住民を主体とした総合型地域スポーツクラブ

が、性別や年齢、障害の有無などに関係なく多

くの人々が生涯を通してスポーツに親しめる環

境づくりを行えるよう適切な支援を行います。 

○クラブの活動を通して、子どもの体力向上や高

齢者の健康づくりを推進するとともに、地域住

民の交流促進や青少年の健全育成に努め、活力

ある地域社会づくりに寄与することを目指しま

す。 

生涯学習課 

13 学校施設開放事業

の実施 

○市内小中学校の体育館及び校庭を学校教育に支

障のない範囲で開放し、社会体育活動の場を提

供し、生涯スポーツの普及促進を図ります。 

生涯学習課 

14 人権教育講演会の

開催 

○人権尊重の資質向上を目的として、教育委員、

社会教育委員、公立幼稚園及び小中学校の教職

員、保護者並びに福祉団体、市職員等を対象に

人権教育講演会を開催します。 

生涯学習課 

15 高齢者対象とした

生涯学習の開催 

○生涯を通じて学び、生きがいを持てるような講

座を開催します。 

・市内公民館、市民センターで高齢者学級の

開催 

・講話等により人権教育研修会の開催 

公民館 

16 

★ 

情報通信技術（IT）

講習会の実施 

○情報が遮断されがちな高齢者や家庭の主婦等の

社会参加を支援するため、パソコンを使用し、

メールやインターネットなどの情報通信技術講

習会を実施します。 

公民館 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民の意見 

男女平等は社会的には広まってきているが、実際には職場、地域においても女性だからと

いうことで一歩下がった立場に置かれている。若い世代には男女の差はお互いに無いよう

に見られます。家庭生活においても男性の参加を進めるうえで、学校教育はもちろん、社

会人になってからも男女共同参画に対する情報発信をし、学んで、まずは明るい家庭生活

の中から実現し、社会全体が住みよくなることと思います。【70 代以上・女性】 
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３．あらゆる暴力の根絶 

現状と課題 

市民意識調査において、女性の 16.7％と男性の 4.2％が、暴力的な行為を受けたこ

とがあると回答しています。また、暴力的な行為を受けたことがある人のうち、誰かに

相談した人の割合は 51.2％で、44.0％の人は相談していません。 

■暴力的な行為を受けた経験はありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 28 年「下妻市男女共同参画に関する市民意識調査」 

 

■暴力的な行為を誰かに打ち明けたり相談したりしましたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 28 年「下妻市男女共同参画に関する市民意識調査」 

 

 

 

  

51.2%

22.6%

21.4%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

相談した

相談したかったが、相談しなかった

相談しようとは思わなかった

無回答 総票数84

11.1%

4.2%

16.7%

80.7%

88.5%

74.9%

8.2%

7.3%

8.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

男性（票数330）

女性（票数414）

ある ない 無回答
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施策の方向性 

DV などの暴力、虐待、セクハラなどの根絶に向け、広報・啓発活動を行うとともに、

被害を受けた人からの相談対応や、その保護に努めます。 

■暴力の根絶に向けた広報・啓発活動の推進と被害者への支援 

No. 事 業 名 事業内容 担 当 課 

17 

★ 

ドメスティック・バ

イオレンス防止対

策の推進 

○配偶者等に対する暴力が犯罪であることの社会

的認識を徹底するため、広報紙等を通して啓発

活動を行います。また、相談窓口の周知に努め

ます。 

○ＤＶ被害者の対応がスムーズにいくよう、関係

部署との情報共有・連携を密にし、早期対応・

細やかな支援に努めます。 

市民協働課 

18 

★ 

セクシュアル・ハラ

スメント防止対策

の推進 

○職場や地域社会におけるセクシュアル・ハラス

メント防止に関する情報を、広報紙等を通して

啓発活動を実施します。 

市民協働課 

19 児童虐待防止事業

の実施 

○児童虐待防止推進月間（11 月）に各児童福祉

施設及び学校等に虐待防止のチラシを配布し、

児童虐待における相談・通報場所の周知徹底を

図るとともに、児童虐待防止キャンペーンを行

い児童虐待防止の啓発普及を図ります。 

子育て支援課 

20 母子等保護の実施 ○やむを得ない事由により住居等での居住等が困

難で、緊急性が高い母子等を一時的に保護する

とともに、当該事由の解消等を図ることについ

て、必要な相談や援助を行うことにより、母子

の福祉の向上を図ります。 

子育て支援課 

21 

★ 

女性相談事業の

実施 

○夫の暴力等から生ずる家庭内の問題の相談を行

います。 

子育て支援課 

 

 

 

 

 

  

市民の意見 

女性の弱い立場につけこんだいやがらせを受けることがあるので、すぐ相談できるところ

があるといいと思います。そして、女性の相談者を設けて、いざ困った時にすぐ相談に乗

ってくれる人がいると安心です｡【50 代・女性】 

 

テレビ、雑誌、インターネット、映画等とにかくあらゆる情報が女性を軽んじる表現が世

の中に蔓延している。（特に性描写）社会風潮を改善しない限り、男女平等社会の実現は非

常に難しいと思います。※メディアが政治、教育等をまじめに語る一方で「表現の自由」

を盾に過激な性風俗を助長させている。【50代・男性】 
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基本目標Ⅱ 環境の整備 ～多様なライフスタイルを可能とするために～ 

１．仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現 

現状と課題 

市民意識調査では、「ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）」という言葉を

見たり聞いたりしたことのある市民の割合は 29.2％で、前回調査（21.6％）よりも

7.6 ポイント増加しましたが、第２次推進プランで掲げた目標（50.0％）には達しませ

んでした。 

■男女共同参画に関わる主な言葉の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 23 年及び平成 28 年「下妻市男女共同参画に関する市民意識調査」 

 

仕事と家庭生活の調和に関しては、市民意識調査において、「仕事」を現実に優先し

ている人の割合が、「仕事の優先」を希望する人の割合よりも多く、男性で 3.3 倍、女

性は 8.7 倍に達しているなど、希望と現実の間には大きな差があることが示されていま

す。 

また、仕事と家庭生活を両立させる上での悩みや問題として回答の割合が多いものは、

「仕事の負担が大きく、体力的、精神的に大変である」35.2％、「家事を十分に行う時

間がない」30.7％、「自分自身の趣味や生きがいを考えるゆとりがない」27.8％などと

34.4%

65.3%

54.1%

72.7%

20.8%

29.2%

16.8%

28.8%

62.3%

57.4%

67.9%

12.8%

21.6%

16.8%

0% 20% 40% 60% 80%

男女共同参画社会基本法

男女雇用機会均等法

育児・介護休業法

ＤＶ（配偶者・恋人等からの暴力）

ジェンダー（文化的・社会的につくられた性差）

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）

下妻市男女共同参画推進プラン

H28（総票数758） H23（総票数713）
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なっており、仕事の負荷が家庭生活や個人の生活にマイナスの影響を及ぼしていること

が浮き彫りになっていますが、男性が育児休業を「積極的に取得したほうがよい」との

回答の割合は 37.5％で、前回調査（35.1％）からの増加は 2.4 ポイントに留まってい

ます。 

■仕事と家庭生活を両立させる上での悩みや問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 28 年「下妻市男女共同参画に関する市民意識調査」 

■男性が育児休業を取得することについての考え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 23 年及び平成 28 年「下妻市男女共同参画に関する市民意識調査」 

30.7%

35.2%

13.1%

8.0%

10.7%

27.8%

14.3%

12.6%

7.4%

4.0%

0.8%

22.3%

10.5%

0% 10% 20% 30% 40%

家事を十分に行う時間がない

仕事の負担が大きく体力的、精神的に大変である

子育て支援が不十分である

配偶者をはじめ家族の理解・協力が十分得られない

家庭生活に対する職場の配慮や理解が十分でない

自分自身の趣味や生きがいを考えるゆとりがない

子どもと過ごせる時間が足りない

夫婦で過ごせる時間が足りない

親の介護や看護が大変である

仕事に十分打ち込めない

その他

特に悩みや問題はない

無回答

総票数525

37.5%

35.1%

36.5%

34.2%

7.0%

6.9%

2.5%

2.8%

10.6%

11.6%

5.9%

9.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H28（総票数758）

H23（総票数713）

積極的に取得したほうがよい どちらかといえば取得したほうがよい

どちらかといえば取得しないほうがよい 取得しないほうがよい

わからない 無回答
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施策の方向性 

ワーク・ライフ・バランスを実現するために、仕事と家庭の調和に関する先進的な取

り組みを紹介するなどの啓発活動に努めるとともに、市職員がまず先頭に立って、長時

間勤務の是正や、育児休業などの取得に努めます。 

また、子育て支援や保育サービスの充実を図り、女性の負担軽減を進めます。 

■ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた支援 

No. 事 業 名 事業内容 担 当 課 

22 

★ 

仕事と家庭の調和

のとれた生活を推

進するための啓発

活動の実施 

○広報紙やお知らせ版を通して、国や県、地方自

治体、事業者等の取組を紹介し、仕事と生活の

調和の実現に向けた啓発活動を行います。 

市民協働課 

23 

★ 

市職員の時間外勤

務の縮減 

○職場の業務量を把握し適切な人員配置を行うと

ともに、週 1 回のノー残業デーの徹底を図るな

ど、時間外勤務の縮減を行います。 

総務課 

24 

★ 

市男性職員の育児

参加 

○市男性職員に対して育児に係る休業・休暇制度

を周知し、取得の促進を図ります。 

総務課 

 

■総合的な子育て支援の充実 

No. 事 業 名 事業内容 担 当 課 

25 

★ 

利用者支援に関す

る事業の実施 

○地域の子育て支援事業等の情報提供及び必要に

応じ相談・助言を行うため、利用者支援専門員

を配置し、関係機関との連絡調整を行います。 

子育て支援課 

26 地域子育て支援セ

ンターの整備・活動

事業の実施 

○子育て中の親子が気軽に集い、相互交流や子育

て不安・悩みを相談できる場を提供し、子育て

の不安感等を緩和し、子どもの健やかな成長を

促進します。 

・交流スペース 

・子育て講演会 

・子育て相談 

○Waiwaiドームにおいて出張ひろば型の地域子

育て支援拠点事業を展開します。 

子育て支援課 
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No. 事 業 名 事業内容 担 当 課 

27 親育て講座 

（ペアレント 

トレーニング） 

の開催 

○子どもとの接し方や育児に悩みを持つ保護者に

対し、子どもの特性を理解し、適した声かけや

具体的な関わり方を学び、楽しく子育てができ

るよう応援する教室です。同じような悩みを持

つ保護者と語り、心理士・保健師とともに 1 ク

ール 5 回で学ぶ講座です。 

保健センター 

28 パパのための沐浴

講座の開催 

○これから父親になる方をメインとし、妊婦とそ

の家族を対象に、赤ちゃんのお風呂の入れ方や

オムツの替え方等の実習を行い、父親の積極的

な育児参加を支援します。 

保健センター 

29 ママサロンの開催 ○育児不安が強い産後早期から、母親が集まりお

互い情報交換や相談ができ、不安の解消や仲間

づくりを目的に毎月 1 回開催します。 

保健センター 

30 あそびの教室の 

開催 

○乳幼児に対しての接し方や遊ばせ方、健康・栄

養・育児についての相談や保護者同士の仲間づ

くりと、児の遊びを通した集団行動や社会性を

養うことを目的とし、教室を定期的に開催しま

す。 

保健センター 

31 ブックスタート事

業の実施 

○赤ちゃんのときから絵本に親しむことにより、

豊かな心を育むとともに、親子が絵本を介して

心ふれあうひとときを持つきっかけを作ること

を目的として実施します。 

保護者に絵本を介して赤ちゃんに語りかけるこ

との大切さ、読み聞かせの方法等について話を

し、絵本についてのアドバイスブックと絵本１

冊をプレゼントします。 

図書館 

子育て支援課 

保健センター 

32 図書館子育て支援

事業の実施 

○幼児期からの読み聞かせ等により、知性だけで

はなく徳育も同時に育むことの大切さを伝える

とともに、事業を通して、保護者同士が情報交

換などをして交流する機会を提供します。 

図書館 

33 

★ 

ファミリーサポー

トセンター事業の

実施 

○安心して仕事と育児ができるように、子育ての

援助を受けたい人、援助したい人が助け合う相

互援助活動を支援し、臨時的、補助的、突発的

な希望に対し一時預かりの託児サービスを行い

ます。 

【利用会員】市内在住、在勤の乳幼児を抱える保
護者 

【在宅サービス】生後 3 ヶ月～小学 6 年生まで 
【センター（うぇるきっず）】 

生後 6 ヶ月～小学 6 年生まで 

社会福祉協議会 
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■保育サービスの充実 

No. 事 業 名 事業内容 担 当 課 

34 保育の実施 ○児童福祉法に基づき、保護者の労働・病気等の

理由により、家庭で児童（0 歳～小学校就学前）

の保育をできない場合、保育を実施し（社会福

祉法人の認可保育所への委託含む）、児童の健

全育成を図るとともに、安心して出産や就労が

できる環境を整えます。 

○保育を必要とする子どもの入所希望に対応でき

るよう、認可保育園の定員の見直し等を行いま

す。 

子育て支援課 

35 

★ 

延長保育事業の 

実施 

○保護者の就労形態の多様化に対応するため、開

所時間 11 時間を超えて延長保育をしている認

可保育所に対し、補助を行います。 

子育て支援課 

36 

★ 

一時預かり事業の

実施 

○保護者の疾病、災害、事故、冠婚葬祭その他こ

れらに類する事由及び保護者の私的事由により

緊急に保育を必要とする児童に対して、市内認

可保育園において保育サービスを提供します。 

子育て支援課 

37 

★ 

子育て支援短期利

用事業の実施 

○児童を養育している家庭の保護者が疾病その他

の理由により、家庭において児童を養育するこ

とが一時的に困難となった場合又は、経済的な

理由により緊急一時的に保護が必要となった母

子を市内児童養護施設に保護します。 

子育て支援課 

38 放課後子ども総合

プランの実施 

○放課後児童クラブのニーズを把握し適切な運営

に努め、一体型の放課後児童クラブ及び放課後

子供教室の整備についても、調査・研究を行い

ます。 

子育て支援課 

生涯学習課 

39 

★ 

幼稚園預かり保育

推進事業の実施 

○下妻市立幼稚園園児のうち保護者が希望する園

児について、幼稚園の教育時間終了後及び夏休

み等の長期休業中において預かり保育を行いま

す。 

学校教育課 

 

 

 

 

 

 

 

市民の意見 

保育園の待機児童をなくすよう、さらに努力をしてほしい。一時預かりも希望どおりに預

けられず、仕事に不安をかかえ復職し、その間給料も下がり、不利だった。さらに子供が

出来ても、預ける場所があるか不安｡【30 代・女性】 
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２．働く場における男女平等の実現 

現状と課題 

日本における女性の働き方の特徴といわれてきた、30 歳代を中心に労働力率が一旦

下がる、いわゆる M 字カーブは、平成 22年の国勢調査においてほとんど見られません

でしたが、平成 27 年の調査では、前後の世代の労働力率がより高まったために、再び

現れました。女性の社会進出は進む一方で、市民意識調査においては、「賃金、昇進、

昇格」や「仕事に対する責任の求められ方」、「能力の評価」などが、職場において男女

平等でないと思うこととしてあげられています。 

■職場において男女平等でないと思うこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 28 年「下妻市男女共同参画に関する市民意識調査」 

 

男女雇用機会均等法などにより、制度の上では整備は進んでいますが、依然として職

場において男女間の格差があることが伺えます。 

 

施策の方向性 

男女雇用機会均等法に基づき、働く女性の職業生活に必要な支援を行います。また、

家族経営協定※の締結を支援し、遅れているといわれる農業分野における男女共同参画

推進体制の整備に努めます。 

 

※ 家族経営協定 

家族中心の日本の農業が、魅力ある職業となり、男女を問わず意欲を持って取り組めるようにするために、

農業経営を担っている世帯員相互間のルールを文書にして取り決めたもの。 

11.6%

35.2%

18.9%

15.4%

22.3%

3.2%

13.9%

11.0%

7.8%

7.4%

10.7%

18.5%

0% 10% 20% 30% 40%

採用時の条件

賃金、昇進、昇格

能力の評価

女性は庶務的な仕事など男女で職務内容を固定的に分ける

仕事に対する責任の求められ方

研修の機会や内容

休暇の取得のしやすさ

育児・介護休暇の取得のしやすさ

女性に対して結婚、出産退職などの慣習がある

転勤や異動

その他

無回答

総票数525
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■男女共同参画の視点からの就労環境の整備 

No. 事 業 名 事業内容 担 当 課 

40 

★ 

農山漁村男女共同 

参画事業推進の支援 

○家族経営協定の締結に向けた支援や、農畜産物

の加工・販売を行うグループの育成・支援をし、

農業分野における男女共同参画推進体制を整備

します。 

農政課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民の意見 

子供を安心して預かってくれる場所がもっとほしいです。仕事に行きやすい、働きやすい

ような市にしてください。女性は子どもがいると、働ける場所がとても少ないと感じます。

もっと女性に優しい制度を作ってください。【20代・女性】 

 

産休育休を取得できることは良いことだと思いますが、その間の人員補充はないため、そ

の人の分の仕事は残った人間に回ってくるだけです。どんなに制度が整っても会社自体が

考え方を変えないと何も伴わないと思います。【40 代・女性】 

 

女性が活躍できる社会にする為には、家族の理解と協力、また、施設の充実と企業の努力

が必要と考えています。男女平等については、年配の方の意識の改革が必要なのではない

かと思います。【30代・女性】 

 

女性の社会進出と子を持った女性が働ける職場の理解が大切だと思う。女性は、子を授か

ったことで、仕事によっては辞めざるをえない状況もある。定時で帰れないことや、子を

預かってくれる場が見つからないなど、様々な理由をかかえて悩んでいる人がたくさんい

る気がする。看護師や保育士さんは大変な仕事であり、少ないのが現状である。少しでも

優遇をしておかないと、働く人は増えていかず、未来に悪影響を及ぼしていくのではない

かと考える。待機児童問題や、高齢社会問題に対して、看護師や保育士は重要な位置を示

していくのではないかと強く思った。【20 代・女性】 
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３．女性の活躍推進への支援と政策・方針決定過程への参画促進 

現状と課題 

平成 27 年 8月に、女性に対する採用や昇進の機会の積極的な提供などを目的とした

女性活躍推進法※が 10年間の時限立法として成立しました。これにより、国や市町村、

民間事業主は、女性の採用比率、勤続年数の男女差、女性管理職比率などを把握・分析

し、その結果を踏まえた「事業主行動計画」を策定・公表することになりました。 

市民意識調査において、女性の意見をより反映させるために女性の参画を進める必要

のある分野として多くあげられたのは、「国や地方の議員」（55.0％）、「町内会などの自

治会役員」と「企業の管理職」（ともに 31.0％）などとなりました。 

■女性の意見を反映させるために女性の参画を進める必要のある分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 28 年「下妻市男女共同参画に関する市民意識調査」 

 

 

※ 女性活躍推進法 

女性活躍推進法は、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性の個性と能力が十分に発

揮されるようにするため、女性に対する採用、昇進等の機会の積極的な提供や、性別による固定的役割分担

等を反映した職場慣行が及ぼす影響への配慮、職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備

等を図ることを目的に、平成 27 年（2015 年）8 月に成立した 10 年間の時限立法。 

国や地方公共団体、民間事業主は以下の事項を実施することが求められている。（労働者が 300 人以下

の民間事業主については努力義務） 

・女性の活躍に関する状況の把握、改善すべき事情についての分析 

・分析結果を踏まえた「事業主行動計画」の策定、公表等 

55.0%

31.0%

31.0%

9.1%

7.8%

4.1%

17.3%

13.9%

13.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

国や地方の議員

町内会などの自治会役員

企業の管理職

国際機関の職員

建設業などの男性の多い職場の職員

理工系分野の研究者

医師や弁護士などの専門職員

防災・復興の本部役員

無回答
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施策の方向性 

女性の活躍を推進するために、従来女性の参画が少なかった職務などへ、可能な限り

目標を設定し、女性の登用を図ります。 

 

■女性の活躍の場の拡大 

No. 事 業 名 事業内容 担 当 課 

41 

★ 

審議会及び委員会

等への女性委員の

積極的な登用 

○市の政策・方針決定の場へ女性の参画を拡大す

るため、女性委員登用の目標を設定し、積極的

な登用を関係各課に働きかけます。また、女性

委員のいない審議会等の解消に努めます。 

市民協働課 

関係各課 

42 

★ 

女性団体との連携

促進 

○女性が所属する団体と連携し、女性目線の視点

にたって、講演会等の運営や他市町村が主催す

る研修会等に参加するなど、男女共同参画社会

の実現に向けた事業の推進と女性の積極的な行

政参画を図ります。 

市民協働課 

43 

★ 

期日前投票立会人

及び投票立会人へ

の女性登用 

○期日前投票立会人及び投票立会人に、女性及び

若者の登用の推進を図ります。 

総務課 

44 

★ 

市職員の職域の 

拡大 

○管理職への女性の登用を行うなど、職域の拡大

に努めます。 

総務課 

45 

★ 

農業後継者育成支

援事業の実施 

○農業経営についての研修、講習会を実施し、地

域農業の担い手となる後継者を育成します。 

農政課 

46 

★ 

女性農業委員の登用 ○農業委員会法改正に伴い、農業委員の選出方法

が変わります。これを機に女性の農業委員の登

用について、積極的に取り組んでいきます。 

農業委員会 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

  

市民の意見 

男女共同参画社会の実現を進めるため、参画すべき女性の数や比率を定め、これを強制す

る割当制などの強力な措置を採用して、女性の参画を促すべきではないか。女性の登用の

目標や、自主的なガイドラインの作成、女性に対する研修機会の提供など。 

【50 代・女性】 

 

市の管理職の登用・育成に努める事。自治会等、地域の役職に女性を積極的に採用し、女

性が参加しやすくすること。【60 代・男性】 
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基本目標Ⅲ 暮らしの充実 ～安心な生活を確かなものとするために～ 

１．安心して暮らせる福祉環境づくりへの支援 

現状と課題 

25 ページに示された市民意識調査結果では、今後男女共同参画について市が力を入

れていくべきこととして、「子育て環境・介護サービスを充実させる」をあげた人が

47.0％で最も多く、前回調査よりも 6.6 ポイント高くなっています。市の人口が減少

傾向にあるなか、高齢者人口と高齢化率が徐々に高まっており、市民の介護サービスへ

の期待の大きさが現れています。 

また「男女が共に働きやすい職場環境になるように支援する」が 45.4％で続いてい

ますが、前回調査結果の 31.6％から大幅な上昇となっており、職場環境の改善に向け

た市の働きかけを求める市民意識が高まっていることが伺えます。 

その他、「学校教育や生涯学習での男女共同参画の取り組み」、「再就職や起業を考え

ている女性に情報を提供したり相談に応じる」、「地域や団体でリーダーとなる女性を養

成する」、「女性が生活していく上での不利な慣習を見直す」などが、前回の調査結果と

比較して伸びが大きく、これらへの市の支援への期待が近年高まっていると言えます。 

 

施策の方向性 

子育てや行政、人権などに関して困りごとをかかえた時の相談体制の充実を図るとと

もに、高齢者や障害者が安心して暮らせる環境整備、子育て家庭への経済的な支援の充

実を図ります。 
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■総合的な支援体制や相談体制の充実 

No. 事 業 名 事業内容 担 当 課 

47 行政相談の実施 ○総務大臣から委嘱された行政相談委員（下妻

市・2 名）が、国の行政全般についての苦情や

意見、要望を受け付け、公正・中立の立場から

関係行政機関などに必要な斡旋を行い、その解

決や実現の促進を図るとともに、国民の声を行

政の制度及び運営の改善に生かす事業を行いま

す。 

秘書課 

48 子育て電話相談事

業の実施 

○市内認可保育園において、子育てに関する電話

相談を行います。（随時・無料） 

子育て支援課 

49 主任児童委員や民

生委員・児童委員に

よる子どもに関す

る相談活動の実施 

○主任児童委員や民生委員・児童委員が子どもに

関することを含めて各種の相談に対応すること

により、地域に根ざした相談・支援体制の充実

を図ります。（随時・無料） 

福祉課 

子育て支援課 

50 家庭児童相談室事

業の実施 

○家庭児童の健全育成を図るため、家庭児童相談

室を設け 2 名の相談員を配し、相談・指導業務

を行います。 

子育て支援課 

51 

★ 

人権相談（困りご

と）事業の実施 

○法務大臣から委嘱された人権擁護委員 8 名（任

期 3 年）が、特設相談日（人権擁護委員の日：

6 月、及び人権週間期間中：12 月）と定期相

談日に、相談を受け付けます。 

福祉課 

52 ボランティアの 

育成 

○障害者や高齢者の理解を深め、ボランティア活

動や地域の市民活動のきっかけづくりとなるよ

う、誰もが参加できる講座や講習会を開催しま

す。 

○学校や地域に出向き児童・生徒、一般住民に優

しさや思いやりの心、助け合いの精神を養うこ

とを目的に、福祉教育を支援します。 

社会福祉協議会 

53 在宅福祉サービス

センター事業（あお

ぞらサービス）の 

実施 

○介護保険や障害者総合支援法あるいは子育て支

援の谷間を補う事業として、有償による住民の

相互援助活動として利用、提供の連絡調整を行

います。 

社会福祉協議会 
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■高齢者が安心して暮らせる環境の整備 

No. 事 業 名 事業内容 担 当 課 

54 地域包括支援セン

ターの設置 

○地域ケアの総合的マネジメント機関として、地

域における高齢者の様々な問題等に対して、相

談、支援、援助等を行います。 

介護保険課 

55 ひとり暮らし高齢

者の支援 

○ひとり暮らしの高齢者が安心して暮らせるよう

支援体制を整えます。 

・緊急通報システム事業 

ペンダントが発信機になっており、緊急時に

ボタンを押すと、消防署に連絡が行くように

なっています。 

・愛の定期便 

乳製品を配布しながら、安否確認を行います。 

介護保険課 

56 ねたきり高齢者を

介護している介護

者の支援 

○要介護認定者を介護している介護者の身体的、

精神的、経済的負担の軽減を図ることを目的に、

介護用品購入費用の一部（月 4,000 円）助成

や、介護慰労金（年額 3 万円）を支給します。 

介護保険課 

57 高齢者福祉タクシ

ー利用料金助成事

業の実施 

○高齢者の外出促進と閉じこもりを防止するため、

タクシー利用に係る費用の一部を助成します。 

【対象者】  

在宅の 75 歳以上のひとり暮らし及び高齢者世

帯と 80 歳以上の高齢者で希望する者 

【対象外】 

障害者タクシー利用助成事業の利用者・現に自

動車を所有し、運転できる者・自動車税及び軽

自動車税の減免を受けている者 

介護保険課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民の意見 

独居老人への見守りや買い物・通院等のためのバスの運行があると良い。【50 代・女性】 
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■障害児（者）が安心して暮らせる環境の整備 

No. 事 業 名 事業内容 担 当 課 

58 障害児保育事業の

実施 

○「特別児童扶養手当の支給対象障害児」で集団

保育が可能な日々通所できる児童を受け入れて

いる民間認可保育所に対し、経費の一部を補助

します。 

子育て支援課 

59 放課後等デイサー

ビス事業の実施 

○障害児を授業の終了後、又は学校の休業日に施

設に通わせ、生活能力向上のために必要な訓練、

社会との交流の促進等の支援を行います。 

○市では児童福祉法に基づく障害児通所支援給付

費を支給します。 

福祉課 

60 ホームヘルプ事業

の実施 

○障害児（者）が、身体介護、家事援助等のため

のホームヘルプサービス（居宅介護）を利用す

るときに、市では障害者総合支援法に基づく介

護給付費を支給します。 

福祉課 

61 短期入所支援（ショ

ートステイ）事業の

実施 

○障害児（者）が、介護者の疾病や冠婚葬祭等の

理由により、施設において一時的な保護を受け

るサービスです。市では障害者総合支援法に基

づく、介護給付費を支給します。 

福祉課 

62 特別児童扶養手当

の支給 

○心身に障害のある 20 歳未満の児童の生活に役

立てるために、その児童を家庭で養育している

人に手当を支給することにより、福祉の増進を

図ります。 

福祉課 

63 重度心身障害児童

福祉手当の支給 

○障害児童の健全な育成を助長するとともに福祉

の増進を図るために、特別児童扶養手当を受給

している方に対して、重度心身障害児童福祉手

当を支給します。 

福祉課 

64 心身障害者扶養共

済制度の実施 

○心身障害児（者）の保護者が毎月一定の掛け金

を納付することで、保護者が死亡、又は心身に

著しい障害を有することとなった場合、心身障

害者に年金を支給します。 

福祉課 

65 幼児発達相談の実施 ○乳幼児健診や相談において、経過観察が必要な

児（発達や発育、ことばの遅れ等心配のある乳

幼児）とその保護者を対象に適切な療育の指導

と総合的な相談を行い、児の健全育成、保護者

の育児支援を図ります。 

【相談回数】年 24 回（月 2 回） 

保健センター 
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No. 事 業 名 事業内容 担 当 課 

66 小児リハビリ教室

の実施 

○心身に障害を持つ児(肢体不自由児を主とした

障害児）とその家族に対して、理学療法士の指

導により、専門的な早期療育を図り、保護者同

士の交流、個別相談を行います。 

持てる能力の維持向上、精神的安定を図り、障

害児とその家族が安心して社会生活を送れるよ

うに支援します。 

保健センター 

67 関係機関のネット

ワーク構築 

○子どもの発達支援連絡会を開催し関係機関のネ

ットワークを強化し、障害のある子、発育・発

達、養育環境に問題がある子やその家族に対し

て適切な療育、育児支援が継続してなされるよ

う支援します。 

保健センター 

 

 

■子育て家庭への経済的支援 

No. 事 業 名 事業内容 担 当 課 

68 チャイルドシート

リサイクル事業の

実施 

○下妻地区交通対策連絡協議会（下妻市・八千代

町）では、6 歳未満の子どもにも着用が義務付

けされているチャイルドシートの再利用促進と

着用率向上のため、使用しなくなったチャイル

ドシートを再利用し、希望者に提供します。 

消防交通課 

69 児童手当の支給 ○中学校修了前の子どもを養育している方に対し

て児童手当を支給することにより、家庭等にお

ける生活の安定と次代の社会を担う児童の健や

かな成長を目的に手当を支給します。 

子育て支援課 

70 医療福祉制度によ

る医療費助成事業

の実施 

○妊産婦、小児、母子家庭の母子、父子家庭の父

子及び重度心身障害者等の健康の保持増進、生

活の安定と福祉の向上に寄与するため、その医

療費の一部を助成します。 

保険年金課 

71 私立幼稚園就園 

奨励費補助事業 

の実施 

○市が事業主体となって、私立幼稚園に在籍する

満 3 歳から 5 歳の保護者を対象に、所得状況に

応じた保護者の経済的負担の軽減と公私立幼稚

園間の保護者負担の格差是正を目的に、幼稚園

の入園料及び保育料を軽減します。 

学校教育課 
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■援助が必要な家庭への支援 

No. 事 業 名 事業内容 担 当 課 

72 

★ 

母子・寡婦自立支援

事業の受付 

○高等職業訓練促進給付金等事業については、平

成 28 年度から実施しています。 

就職に有利で生活の安定に役立つ資格を取得す

るために、養成機関で 1 年以上修学する場合に

給付金を支給します。 

子育て支援課 

73 ひとり親家庭等児

童学資金の支給 

○ひとり親家庭等の義務教育就学児の保護者に対

し支給し、児童の精神的動揺をやわらげ、児童

の健全育成を助長し福祉の増進を図ります。 

 

義務教育就学児 1 名 3,000 円/月 

子育て支援課 

74 児童扶養手当の 

支給 

○父又は母と生計を同じくしていない 18 歳の年

度末までにある児童を養育する家庭の生活安定

と自立の促進を図るため手当を支給します。 

子育て支援課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市民の意見 

若い世代（３０代・４０代）の男性は子育てに参加・協力されている姿が多く見られます。

１番大変な世代ではありますが、この世代がまちづくりのアイデアを発信して、議会・町

内会・商工会などで活躍されたら、明るい未来がみえると思う。その為に、老年世代は、

手の空いた時間を若い人達の手伝いに参加する（子供達を預かる。準備に協力する。若い

人のアイデアを実践につなげていく）。そんな世代間の協力、相互理解で下妻の明るいまち

づくりはできないでしょうか？更には、地域の農業を盛り上げ、教育を充実させて実りあ

る下妻市を望みます。【60 代・男性】 

 

子育てには手厚い支援が必要。仕事と介護の両立はできない。女性ばかりが介護に携わっ

ている現状を少しでも軽減できるような環境を整えること。【70代以上・男性】 
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２．生涯を通じた男女の健康づくりへの支援 

現状と課題 

本市においても高齢化が進展しており、平成 27 年の国勢調査では、4 人にひとりが

65 歳以上の高齢者で、総数も初めて 10,000人を超え、11,018 人となったことが示

されました。高齢者の健康づくりを推進し、健康寿命の延伸を図ることが急務となって

います。 

また、男女の性差は生涯を通じて異なる健康上の課題をもたらすことになりますが、

特に妊娠期や出産後の母子の健康の保持・増進については、きめ細かな支援が求められ

ます。 

 

施策の方向性 

健康づくりの基礎となる正しい食生活や継続的な運動を習慣にするため、食生活改善

推進委員の育成や運動の重要性の周知と機会づくりを進めます。また、健（検）診の充

実と、夜間や休日の診療体制の整備に努めます。 

更に、高齢者の健康づくりへの支援、妊娠・出産・母子に関する健康増進の支援を行

います。 
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■健康づくりのための環境の整備 

No. 事 業 名 事業内容 担 当 課 

75 検診・健康相談の

実施 

○健康管理への自覚を高められるよう、生活習慣

病予防・改善のための基本健康診査・特定健康

診査や女性を対象にした骨粗しょう症、年齢に

応じた健康診査（胃がん・前立腺がん等）を実

施します。 

○健康に関する正しい知識を普及させるため、特

定健康診査や各種がん検診後には、結果説明会

を開催する他、電話や窓口で随時健康相談を行

います。 

保健センター 

76 夜間・休日応急医療

の実施 

○夜間応急診療所の開設 

土日祝祭日（元旦を除く）の午後 7 時から翌日

午前 7 時まで、市保健センターにおいて内科の

診療を行います。 

○休日在宅当番医事業の実施 

日祝祭日（元旦を除く）に、市内医療機関が当

番で診療します。 

保健センター 

77 食生活改善運動の

推進 

○食生活改善推進員を中心に食生活の重要性を認

識し、生活習慣病予防のための正しい栄養・食

生活の普及及び地域の健康づくり・食育の普及

に積極的に参加し、地域の食生活改善運動を推

進します。 

保健センター 

78 運動教室の実施 ○各自が運動の重要性や具体的な運動方法を知

り、自分に合った運動を継続し、健康維持・増

進、体力の向上が図れるよう支援することを目

的に実施します。 

生涯学習課 

保健センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民の意見 

市民が使う建物を作る時、砂沼付近、ビアスパークまわりなど、なるべくまとまった所に

した方が良いと思います。ビアスパークの野菜売り場などは、入口あたりの目につくとこ

ろにしたら、売り上げももっと上がるし、買い物をする人達も新鮮な食材をもとめられる

と思います。砂沼という自然ないい所があるにもかかわらず、人の呼び込みが出来ないと

ころが、とても残念に思います。【70 代以上・女性】 
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■高齢者の健康づくりへの支援 

No. 事 業 名 事業内容 担 当 課 

79 介護予防教室の

開催 

○一般介護予防事業 

・高齢者の健康づくり、生きがいづくりや介護

予防等を目的に、各種健康運動教室を開催し

ます。 

○生活支援サービス事業 

・虚弱高齢者が自立した生活を送れるよう、介

護予防として運動機能向上や栄養改善、口腔

機能向上、閉じこもり防止を目的として教室

を開催します。 

介護保険課 

80 介護教室の開催 ○高齢社会に向けて、介護の基本的な知識や技術

を習得する教室等を開催します。 

介護保険課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民の意見 

特に子育て介護の分野において、まだまだ女性がやって当たり前というような慣習が根強

く、そこを改めるのはかなり時間がかかると思われるので、せめて、子育てや介護のため

に離職しなければならないような状況を改善するための施策を考えていただきたい。 

【50 代・女性】 
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■妊娠・出産に関する健康支援 

No. 事 業 名 事業内容 担 当 課 

81 妊婦・乳児健康診査

の実施 

○妊婦及び乳児の保健管理の向上を図ることを目

的に、妊婦一般健康診査及び乳児一般健康診査

を医療機関に委託して行います。 

保健センター 

82 子宮がん・乳がん検

診の実施 

○子宮がん（20 歳以上の女性対象）及び乳がん

（30 歳以上の女性対象）の早期発見・早期治

療を目的に検診を実施します。 

保健センター 

83 マタニティクラス

開催 

○妊婦及びその家族を対象に、安心して妊娠期を

送り児の養育ができるよう、妊娠、出産及び育

児等の指導、助言をするとともに本事業をとお

して母親同士の仲間づくりの支援を目的として

開催します。 

保健センター 

84 保護者対象の学習

講座・相談事業（子

育て講座）の実施 

○妊娠期の過ごし方や母乳栄養について、また子

どもの健康、育児、しつけ、親としての心がま

え、乳幼児期に多い病気やその対応等について

の学習講座を開催し、知識の普及を図ります。   

保健センター 

85 妊娠・出産・子育て

支援への情報発信 

（ママサポしも 

つま） 

○妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援の

一つとして、タイムリーに正しい知識を普及啓

発し、安心安全な妊娠期・出産育児を支援しま

す。 

○母親の孤立を防ぎ、妊娠期・育児期に父親と情

報を共有し、新しい命の誕生を喜び、楽しく子

育てができるよう支援します。 

○妊娠期は毎日、育児期は 3 歳まで月例に応じ毎

日～月 2 回の頻度でメール配信します。 

保健センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民の意見 

保育士や介護士の仕事をしている人の給料等の見直しをしてほしいです。このままだと、

仕事をする人がいなくなってしまうと思います。是非、考えてほしい。【20 代・女性】 

 

はいはいする乳児から小学生くらいを対象にした、雨の日や暑い日、寒い日などでも遊べ

る屋内の広い遊び場がほしいです。有料でも 1人 2時間 500 円以下でしたら利用しやすい

です。【30代・女性】 
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■母子の健康に関する支援 

No. 事 業 名 事業内容 担 当 課 

86 乳幼児健診・相談・

訪問事業の実施 

○乳幼児健診未受診者には家庭訪問等を実施する

など未受診者対策をさらに強化し、全てのお子

さんが適切な時期に健診が受けられ、また、保

護者の育児不安や相談等を行えるようにしま

す。 

保健センター 

87 各種団体からの依

頼の健康教育・相談

事業の実施 

○幼稚園、保育園、各種団体、関係機関等からの

依頼で健康やしつけ・栄養等について出向いて

講話・相談等を実施し、知識の普及を図ります。 

保健センター 

88 就学時の健康教育

事業の実施 

○市内の各小学校の就学時健康診査を受ける児童

の保護者に対し、むし歯予防及び歯の健康づく

り、栄養・生活リズムに対する意識向上を図る

とともに、正しい知識の普及を目的として実施

します。 

保健センター 

89 乳幼児の健康につ

いての講演会の 

開催 

○乳幼児の健康や疾病、子どもの健康管理等につ

いて小児科医等の講演を行い、知識の普及を図

ります。 

保健センター 

90 母子保健推進員の

活動の実施 

○母子保健の向上を図るため、赤ちゃん訪問や乳

幼児健診時の協力、遊びの交流会等の開催を通

し、地域の母子の身近な相談役としてサポート

するとともに、予防接種や乳幼児健診などの母

子保健事業の周知や啓発活動を行います。  

保健センター 

91 パクパク離乳食教

室の開催 

○離乳食については、食事の内容、与え方、調理

方法、アレルギーなど、相談も多岐にわたり保

護者の不安も多いことから、離乳開始前の児と

離乳食後期の 9～10 か月児を対象に、離乳食

教室を実施します。 

保健センター 

92 こんにちは赤ちゃ

ん事業の実施 

○生後4か月までの乳児がいる全ての家庭を訪問

し、様々な不安や悩みを聞き、子育て支援に関

する情報提供等を行うとともに、母子の心身の

状況や養育環境等の把握及び助言を行い、支援

が必要な家庭に対し適切なサービス提供につな

げます。 

保健センター 

93 母親クラブの活動

支援 

○子どもの健全育成のために、母親たち（専業主

婦等で自宅にて育児をしている）が自主的に交

流及び地域活動することを支援します。 

子育て支援課 
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３．男女共同参画の視点に立った防災等の体制の確立 

現状と課題 

平成 23 年の東日本大震災や平成 27 年の関東・東北豪雨災害など、近年、大きな自

然災害の発生が連続しています。 

災害が発生し、避難場所における長期の生活が余儀なくされたとき、子どもや高齢者、

障害者、女性、とりわけ妊婦にとっては、平常時と異なる困難に遭遇することとなりま

す。そうした困難を可能な限り軽減させるためには、平時における災害への備えが極め

て重要となります。 

また、携帯電話やインターネットの普及にともない、新たな形態の事件や犯罪が増え

ています。子どもがそうしたケースに巻き込まれないように、地域や社会全体で守る仕

組みが必要となっています。 

 

施策の方向性 

防災計画の改訂にあたっては、男女共同参画の視点に立ち、女性をはじめ全ての立場

の市民の意見を踏まえ、策定にあたります。 

また、子どもを事故や犯罪から守るための施策を推進します。 

 

■男女共同参画の視点に立った防災体制の整備 

No. 事 業 名 事業内容 担 当 課 

94 男女共同参画の視

点に立った防災計

画の策定 

○関東・東北豪雨災害を踏まえた地域防災計画改

定の際、男女共同参画の視点に立った改定案の

検討を行います。 

消防交通課 

95 自主防災組織にお

ける女性視点での

活動の充実 

○自主防災組織の結成時や活動に際し、女性の視

点に立った活動や組織運営に取り組むよう、助

言などを行っていきます。 

消防交通課 

96 消防団への女性の

加入推進 

○下妻市消防団への女性の加入を推進し、本部付

け団員として、住民に対する防火教育などの広

報等を実施し、女性の持つソフトな面を活かし

ます。 

消防交通課 

97 婦人防火クラブの

活動の充実 

○火災防止のため、市主催の消防出初式、防災訓

練、火災予防広報パレード等への参加協力をし、

予防・消防活動の普及高揚を図ります。 

消防交通課 
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■子どもの安全を守る施策の推進 

No. 事 業 名 事業内容 担 当 課 

98 交通安全教育の 

実施 

○「交通安全母の会下妻支部」、「交通安全協会

下妻支部」を中心に、交通安全に関する事業を

実施します。 

【事業内容】 

・保育園、幼稚園、小中学校における交通安全

教育への協力推進 

・交通安全よいこの表彰、ポスターコンクール

等の表彰 

・地域、職域における交通安全座談会、講演会

並びに講習会の開催等 

・立哨指導 

消防交通課 

99 防犯活動（防犯ボラ

ンティア活動）の推

進 

○市民が、安全で安心な地域づくりに寄与するこ

とを目的として、自己の健康増進のために行う

ウォーキングやジョギングとあわせてパトロー

ルを行います。 

消防交通課 

100 子どもを守る 110

番の家事業の実施 

○誘拐やわいせつ行為等の事件、事故から子ども

を守るため、警察や小中学校・PTA 等と連携し

ながら、通学路に面した一般家庭や商店、コン

ビニエンスストア等を緊急避難場所として、子

どもを守る 110 番の家事業を展開します。 

指導課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民の意見 

とても住みやすく、いい街なのですが、駅前が少しさみしいように感じます。 

【20代・女性】 

 

夜間一人で歩いても安全なまちづくりを目指してほしいです。【50 代・女性】 
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数値目標 

本「第 3 次下妻市男女共同参画推進プラン」では、第２次プランで掲げた指標を基本と

して「指標項目」を選定し、平成 28年度に実施した男女共同参画に関する市民意識調査

での結果に照らして、平成 33 年度の「目標値」を設定します。 

指標項目 
実績値※1 

（平成 28 年度） 

目標値 

（平成 33 年度） 

審議会等の女性の登用率 25.2％※2 30.0％ 

「男性は仕事、女性は家庭」という考え方に同感し

ない市民の割合 
54.6％ 62.0％ 

学校教育の場で男女の地位が平等になっていると

思う市民の割合 
53.0％ 70.0％ 

DV 被害を受けた人のうち「相談しなかった」市民

の割合 
44.0％ 20.0％ 

男女共同参画社会基本法という言葉を見たり聞い

たりした市民の割合 
34.4％ 40.0％ 

自治会など地域活動の場で※3 男女の地位が平等に

なっていると思う市民の割合 
25.7％ 30.0％ 

ワーク・ライフ・バランスという言葉を見たり聞い

たりした市民の割合 
29.2％ 50.0％ 

男性が育児休業を積極的に取得した方がよいと思

う市民の割合 
37.5％ 50.0％ 

 

 

 

 

 

 

※1 実績値 平成 28 年実施の「下妻市男女共同参画に関する市民意識調査」における結果 

 

※2 市町村における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況調査結果 

（平成 28 年4 月 1 日時点） 

 

※3 平成 23 年実施の「下妻市男女共同参画に関する市民意識調査」では、「町内会、自治会などの住民

組織の中で」の選択肢に対応 


